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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第２四半期連結
累計期間

第６期
第２四半期連結
累計期間

第５期
第２四半期連結
会計期間

第６期
第２四半期連結
会計期間

第５期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 340,867 414,802 177,335 219,196 697,280

経常損失(△）（千円） △60,161 △24,664 △24,980 △7,228 △96,708

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△58,771 34,928 △23,893 61,263 △69,112

純資産額（千円） － － 315,026 240,284 271,392

総資産額（千円） － － 459,312 477,246 479,917

１株当たり純資産額（円） － － 2.22 2.62 2.04

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△0.96 0.57 △0.39 1.00 △1.13

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 29.5 33.6 26.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△42,871 △17,304 － － △54,350

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△6,986 1,787 － － 10,027

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
19,320 △5,196 － － 64,645

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 209,336 239,675 260,179

従業員数（人） － － 25 25 26

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　２．第５期第２四半期連結累計（会計）期間及び第５期における潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりま

せん。また、第６期第２四半期連結累計（会計）期間における潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 25　

（注）従業員数は就業人員であり、当第２四半期連結会計期間末日現在の人員を記載しております。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 5　

（注）従業員数は就業人員であり、当第２四半期会計期間末日現在の人員を記載しております。
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第２【事業の状況】

１【販売及び仕入の状況】

（1）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

理美容事業（千円） 109,172 －

衛星放送事業（千円） 59,763 －

教育コンサルティング事業（千円） 9,000 －

広告代理事業（千円） 41,019 －

報告セグメント計（千円）　 218,955 －

その他（千円）　 240 －

合計（千円） 219,196 －

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外商事事業及びファイナン

ス事業等を含んでおります。　

４．前第２四半期連結会計期間及び当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該

販売実績の総販売実績に対する割合　

相手先

前第２四半期連結会計期間
  （自　平成21年７月１日
  至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
  （自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日）

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

スカパーＪＳＡＴ株式会社 35,620 20.1 29,066 13.3

アイサプリ株式会社　 － － 28,203 12.9

（2）仕入実績

当第２四半期連結会計期間の仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同期比（％）　

理美容事業（千円） 75,063 －

衛星放送事業（千円） 56,262 －

教育コンサルティング事業（千円） － －

広告代理事業（千円）　 37,015 －

報告セグメント計（千円） 168,341 －

その他（千円）　 135 －

合計（千円） 168,476 －

　（注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．金額は実際仕入価格によっております。

３．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外商事事業及びファイナン

ス事業等を含んでおります。　
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２【事業等のリスク】

　当社グループは、前連結会計年度においてマイナスの連結営業キャッシュ・フロー及び連結営業損失を計上しており

ましたが、当第２四半期連結累計期間においても、これに引き続き連結営業キャッシュ・フロー△17,304千円、連結営

業損失29,735千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況

が存在しております。　

　　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

　

(1) 業績の状況

　当第２四半期におけるわが国の経済は、中国を含むアジア地域の高成長などによる海外経済の改善を背景に、緩やか

ながら回復傾向となっておりました。しかしながら、円高の進行や政策効果の息切れもあって、その動きは弱まりつつ

あり、依然として雇用・所得環境の悪化が続き、個人消費は低調に推移しました。

　このような環境の下、当社グループでは、引き続き費用対効果の更なる見直し、営業担当者の教育、ＯＥＭ商品の検

討、広告代理事業における安定的な収益源の構築などによる収益確保への体質改善に努めて参りました。

　以上の結果、当第２四半期連結会計期間における業績につきましては、連結売上高は219百万円（前年同四半期比

23.6％増）、営業損失は19百万円（前年同四半期は28百万円の営業損失）、経常損失は７百万円（前年同四半期は24

百万円の経常損失）、四半期純利益は61百万円（前年同四半期は23百万円の四半期純損失）となりました。

　なお、セグメントの概況は以下のとおりであります。　

① 理美容事業

　理美容事業につきましては、引き続きＯＥＭ商品の販売が順調に推移していることもあって、当第２四半期連結会

計期間における当事業の売上高は109百万円（前年同四半期比13.2％増）となりました。なお、取引先が民事再生手

続開始の申立を行った事に伴いまして、債権について全額を貸倒引当金に繰り入れております。

② 衛星放送事業

　衛星放送事業につきましては、主力媒体であるスカイパーフェクＴＶ！におけるサッカーワールドカップ効果も番

組視聴者の増加には繋がらず、当第２四半期連結会計期間における当事業の売上高は59百万円（前年同四半期比

8.8％減）となりました。

③ 教育コンサルティング事業　

　教育コンサルティング事業につきましては、人材育成が思うように進まず、既存のクライアントを維持するに留

まっているため、当第２四半期連結会計期間における当事業の売上高は９百万円（前年同四半期と同額）となりま

した。　　

④ 広告代理事業　

　広告代理事業につきましては、スポット契約だけでなく、定期クライアントの獲得が進んでおり、当第２四半期連

結会計期間における当事業の売上高は41百万円（前年同四半期比598.2％増）となりました。

⑤ その他事業

　海外商事事業及びその他事業につきましては、理美容関連の容器販売の仲介業務に着手いたしましたが当第２四半

期に成果を挙げるまでにはいたらず、当第２四半期連結会計期間における当事業の売上高は0百万円（前年同四半期

比52.2％減）となりました。
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(2) 財政状態の状況　

　当第２四半期連結会計期間末は、流動資産314百万円（前連結会計年度末比７百万円減）、固定資産163百万円（同４

百万円増）、流動負債181百万円（同33百万円増）、固定負債55百万円（同５百万円減）、純資産合計240百万円（同31

百万円減）となりました。その主な要因は、流動負債については支払手形及び買掛金の増加額38百万円によるもので

あり、純資産については新株予約権の減少額66百万円によるものであります。総資産は477百万円（同２百万円減）と

なりました。

　　 

（3）キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、239百万円（前年同期間末は209

百万円)となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において営業活動による資金の増加は、２百万円（前年同期間末は９百万円の減少）と

なりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益59百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において投資活動による資金の増加は、１百万円（前年同期間末は６百万円の減少）と

なりました。これは主に、有形固定資産の売却収入１百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間において財務活動による資金の減少は２百万円（前年同期間末は０百万円の減少）と

なりました。これは、長期借入金の返済によるものであります。

　

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。

　

（6）継続企業の前提に関する重要事象等

　当社グループは、前連結会計年度においてマイナスの連結営業キャッシュ・フロー及び連結営業損失を計上してお

りましたが、当第２四半期連結累計期間においても、これに引き続き連結営業キャッシュ・フロー△17,304千円、連結

営業損失29,735千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような

状況が存在しております。　　　　　 

　四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、既存事業の販売ルート拡大、得意先の開拓及び

新規事業の検討・立ち上げによる利益確保、並びに企業買収・業務資本提携成立に向けて案件を推進することにより

状況を解消・改善して参ります。

　財務面につきましては、自己資本比率が33.6％となり、今後、財務キャッシュ・フローの更なる改善が課題となって

いる点について認識しております。

　しかしながら、得意先の新規開拓の遅れや新規事業立ち上がりの遅延、主力事業の収益が見込みどおり業績に貢献し

なかった場合などの当社固有の要因や、国内外の経済情勢が不安定で今後の景気動向の予測が困難であることなどの

外部要因を考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると判断しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連

結財務諸表には反映しておりません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 229,320,000

計 229,320,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 61,198,906 61,198,906

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数1,000株

計 61,198,906 61,198,906 － －

　（注）１.「提出日現在発行数」欄には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

　　　　２.第２四半期会計期間末現在の上場金融商品取引所は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱであります。

　　　　なお、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱは、平成22年10月12日付で同取引所ヘラクレス及びＮＥＯとともに、新たに開設さ

れた同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、同日以降の上場金融取引所は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタ

ンダード）であります。
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（２）【新株予約権等の状況】

当社が旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

 ①　平成18年２月24日臨時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

 新株予約権の数（個） 868

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 868,000

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 43

 新株予約権の行使期間
自　平成20年３月１日

至　平成27年２月28日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

　　発行価格　　 61.7

資本組入額　 　31　

 新株予約権の行使の条件

①　当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは従業

員として新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時にお

いても、当社または当社関係会社の取締役、監査役あるいは

従業員の地位にあること、また、当社または当社関係会社の

取引先・提携先あるいはこれらの関係当事者として割当を

受けた者は、権利行使時においても、当社または当社関係会

社の取引先・提携先あるいはこれらの関係当事者としての

地位にあることを要するものとする。

②　新株予約権の質入その他の処分は認めないものとする。

③　新株予約権者が死亡した場合は、取締役会の承認により

新株予約権者の相続人が行使することができる。

④　その他の行使条件については、取締役会決議に基づき、

当社新株予約権割当の対象者との間で締結する「新株予約

権付与契約」の定めるところによる。

 新株予約権の譲渡に関する事項 　譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。 

 代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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   当社が会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

  ②　平成19年６月29日定時株主総会決議

 
第２四半期会計期間末現在 
（平成22年９月30日） 

 新株予約権の数（個） 5,000

 新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

 新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

 新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,000,000

 新株予約権の行使時の払込金額（円） 31

 新株予約権の行使期間
自　平成21年７月21日

至　平成29年７月20日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　 　48.4

資本組入額　　 25

 新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人

による本新株予約権の相続を認めるものとする。

②　新株予約権の質入その他の処分は認めないものとする。

③　その他の行使条件は、当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権付与契約書」に定めるところによる。

 新株予約権の譲渡に関する事項 　当該新株予約権の譲渡はできないものとする。 

 代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）

 （注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以

上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点において残存す

る新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第

1項第8号イからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件に基づきそ

れぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発

行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併

契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

① 交付する再編対象会社の新株予約権の数

　組織再編行為の効力発生の時点において残存する新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の　

数をそれぞれ交付するものとする。

② 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

　再編対象会社の普通株式とする。

③ 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

　組織再編行為の条件等を勘案の上、当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

④ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上調整した再編

後払込金額に、上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である株式の数を乗じて得られる金額とする。

⑤ 新株予約権を行使できる期間

　当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生

日のうちいずれか遅い日から、当該新株予約権の募集事項に定める新株予約権を行使することができる期間の満了

日までとする。

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項は、当該新株予

約権の募集事項の定めに準じて決定する。
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⑦ 譲渡による新株予約権の取得の制限

　譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとする。

⑧ 新株予約権の取得条項

　当該新株予約権の募集事項の定めに準じて決定する。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日　
－ 61,198,906 － 875,196 － 436,864

 

（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

 丁　廣鎮  横浜市中区 6,752 11.03

 株式会社イー・プレイヤーズ  東京都港区赤坂六丁目15－11 2,500 4.08

 大商株式会社  奈良県高市郡高取町大字観覚寺814－５ 1,922 3.14

 株式会社大塚商会  東京都千代田区飯田橋二丁目18－４ 1,500 2.45

 たち川フード有限会社  東京都渋谷区広尾三丁目２－13 1,160 1.89

 豊岡　幸治  東京都品川区 1,054 1.72

 大成栄養薬品株式会社  奈良県高市郡高取町大字観覚寺830－１ 1,031 1.68

 林　洋一  札幌市中央区 850 1.38

 株式会社テツカンパニー  水戸市泉町三丁目１－27 800 1.30

 大阪証券金融株式会社  大阪市中央区北浜二丁目４－６ 722 1.17

計 － 18,291 29.89
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（７）【議決権の状況】

　①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）   普通株式 　　　  2,000 － －

完全議決権株式（その他）   普通株式 　 61,187,000　　　　　  61,187 －

単元未満株式   普通株式     　  9,906 －　　　　　 －

発行済株式総数   　  61,198,906 － －

総株主の議決権 －  　  　 61,187 －

　（注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が44,000株含まれております。また、　

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数44個が含まれております。

 

　②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）
ジェイ・エスコムホール
ディングス株式会社

東京都港区赤坂　　
六丁目15番11号

2,000 　－ 2,000 0.00

計 － 2,000 　－ 2,000 0.00

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 19 17 16 14 14 15

最低（円） 16 14 12 11 10 10

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、アスカ監査法

人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 239,675 260,179

受取手形及び売掛金 62,467 46,593

たな卸資産 ※1
 2,987

※1
 4,377

前払費用 1,962 1,944

繰延税金資産 5,587 5,966

その他 2,208 2,795

貸倒引当金 △674 △543

流動資産合計 314,215 321,313

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 18,982 18,982

減価償却累計額 △15,722 △15,069

建物及び構築物（純額） 3,260 3,913

工具、器具及び備品 10,691 10,691

減価償却累計額 △9,113 △8,597

工具、器具及び備品（純額） 1,578 2,093

土地 30,000 31,000

有形固定資産合計 34,838 37,007

無形固定資産

のれん 2,080 2,459

その他 1,691 1,969

無形固定資産合計 3,772 4,428

投資その他の資産

関係会社株式 ※2
 111,316

※2
 105,798

破産更生債権等 14,452 －

繰延税金資産 2,778 －

差入保証金 8,630 9,432

その他 1,694 2,013

貸倒引当金 △14,452 △76

投資その他の資産合計 124,419 117,167

固定資産合計 163,031 158,603

資産合計 477,246 479,917
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 140,801 102,263

1年内返済予定の長期借入金 10,392 10,392

未払金 1,652 8,063

未払費用 7,473 7,479

未払法人税等 10,625 10,728

賞与引当金 3,060 2,580

その他 7,323 5,838

流動負債合計 181,329 147,346

固定負債

長期借入金 49,057 54,253

預り保証金 5,450 5,800

その他 1,124 1,124

固定負債合計 55,631 61,178

負債合計 236,961 208,524

純資産の部

株主資本

資本金 875,196 875,196

資本剰余金 436,864 436,864

利益剰余金 △1,152,007 △1,186,935

自己株式 △82 △68

株主資本合計 159,970 125,056

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 171 69

評価・換算差額等合計 171 69

新株予約権 77,119 143,504

少数株主持分 3,023 2,762

純資産合計 240,284 271,392

負債純資産合計 477,246 479,917
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 340,867 414,802

売上原価 ※1
 258,597

※1
 313,958

売上総利益 82,269 100,843

販売費及び一般管理費 ※2
 152,901

※2
 130,578

営業損失（△） △70,632 △29,735

営業外収益

受取利息 44 73

受取手数料 167 －

受取配当金 － 3

為替差益 － 70

持分法による投資利益 9,449 5,517

雑収入 1,709 116

営業外収益合計 11,371 5,780

営業外費用

支払利息 103 708

為替差損 82 －

雑損失 715 0

営業外費用合計 901 709

経常損失（△） △60,161 △24,664

特別利益

前期損益修正益 128 －

貸倒引当金戻入額 1,006 32

賞与引当金戻入額 3,300 1,030

償却債権取立益 107 19

新株予約権戻入益 － 66,385

特別利益合計 4,541 67,467

特別損失

前期損益修正損 － 197

固定資産売却損 － 42

特別損失合計 － 240

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△55,620 42,563

法人税等 3,729 ※3
 7,417

少数株主損益調整前四半期純利益 － 35,145

少数株主利益又は少数株主損失（△） △578 217

四半期純利益又は四半期純損失（△） △58,771 34,928
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 177,335 219,196

売上原価 ※1
 137,676

※1
 169,907

売上総利益 39,659 49,289

販売費及び一般管理費 ※2
 68,436

※2
 68,944

営業損失（△） △28,776 △19,655

営業外収益

受取利息 42 72

為替差益 23 116

持分法による投資利益 4,407 12,474

雑収入 45 113

営業外収益合計 4,519 12,776

営業外費用

支払利息 103 349

雑損失 619 －

営業外費用合計 723 349

経常損失（△） △24,980 △7,228

特別利益

前期損益修正益 2 －

貸倒引当金戻入額 492 32

賞与引当金戻入額 1,560 730

償却債権取立益 － 19

新株予約権戻入益 － 66,385

特別利益合計 2,054 67,167

特別損失

固定資産売却損 － 42

特別損失合計 － 42

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△22,926 59,896

法人税等 1,098 ※3
 △1,520

少数株主損益調整前四半期純利益 － 61,417

少数株主利益又は少数株主損失（△） △130 154

四半期純利益又は四半期純損失（△） △23,893 61,263
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△55,620 42,563

減価償却費 1,017 1,221

のれん償却額 378 378

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,087 14,506

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,460 480

前期損益修正損益（△は益） △128 197

受取利息及び受取配当金 △44 △76

支払利息 103 708

株式報酬費用 10,030 －

持分法による投資損益（△は益） △9,449 △5,517

新株予約権戻入益 － △66,385

破産更生債権等の増減額（△は増加） － △14,452

売上債権の増減額（△は増加） △3,341 △15,873

たな卸資産の増減額（△は増加） 15,679 1,390

仕入債務の増減額（△は減少） 9,927 38,537

その他 2,136 △4,544

小計 △33,858 △6,865

利息及び配当金の受取額 44 76

利息の支払額 △83 △711

法人税等の支払額 △8,974 △9,803

営業活動によるキャッシュ・フロー △42,871 △17,304

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,766 －

有形固定資産の売却による収入 － 1,000

敷金及び保証金の回収による収入 1,065 816

敷金及び保証金の差入による支出 △5,285 －

出資金の回収による収入 － 10

その他 － △38

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,986 1,787

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 20,000 －

長期借入金の返済による支出 △680 △5,196

財務活動によるキャッシュ・フロー 19,320 △5,196

現金及び現金同等物に係る換算差額 227 209

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △30,310 △20,503

現金及び現金同等物の期首残高 239,646 260,179

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 209,336

※
 239,675
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【継続企業の前提に関する注記】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）　

　当社グループは、前連結会計年度においてマイナスの連結営業キャッシュ・フロー及び連結営業損失を計上しておりま

したが、当第２四半期連結累計期間においても、これに引き続き連結営業キャッシュ・フロー△17,304千円、連結営業損

失29,735千円を計上しております。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在

しております。　　　 

　四半期連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべく、既存事業の販売ルート拡大、得意先の開拓及び新規

事業の検討・立ち上げによる利益確保、並びに企業買収・業務資本提携成立に向けて案件を推進することにより状況を

解消・改善して参ります。

　財務面につきましては、自己資本比率が33.6％となり、今後、財務キャッシュ・フローの更なる改善が課題となっている

点について認識しております。

　しかしながら、得意先の新規開拓の遅れや新規事業立ち上がりの遅延、主力事業の収益が見込みどおり業績に貢献しな

かった場合などの当社固有の要因や、国内外の経済情勢が不安定で今後の景気動向の予測が困難であることなどの外部

要因を考慮し、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められると判断しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響を四半期連結財

務諸表には反映しておりません。　

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

1.会計処理基準に関する事項の変更 ①資産除去債務に関する会計基準の適用　

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用しておりますが、これにより損益に与える影響はございません。

②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用

　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）を

適用しておりますが、これによる影響額はございません。　　

 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に

より、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

当第２四半期連会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　前連結会計年度決算において算定した貸倒実績率の合理的な基準を使用して一般債権

の貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の算定方法 　実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により

算定しております。また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　　

商品　 　2,987千円

※１　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。

商品　 　4,377千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとお

りであります。

関連会社株式　 　111,316千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のと　　

　おりであります。　

関連会社株式　 　105,798千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額

であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

　 　6,165
千円

　

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額

であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

　 　225
千円

　

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 20,799千円

給料・賞与 38,119 

賃借料 10,562 

株式報酬費用 10,030 

賞与引当金繰入額 1,980 

役員報酬 15,106千円

給料・賞与 35,578 

賃借料 7,531 

株式報酬費用 － 

賞与引当金繰入額 3,139 

貸倒引当金繰入額 14,684 

――――――― ※3 税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特

有の会計処理により計算しているため、法人税等調整

額は「法人税等」に含めて表示しております。　

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額

であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

　 5,517　千円

※1 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額

であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれて

おります。

　 125　千円

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※2 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

役員報酬 10,269千円

給料・賞与 16,775 

賃借料 5,253 

株式報酬費用 1,836 

賞与引当金繰入額 600 

役員報酬 5,880千円

給料・賞与 17,966 

賃借料 3,771 

株式報酬費用 － 

賞与引当金繰入額 1,579 

貸倒引当金繰入額 14,405 

――――――― ※3 税金費用については、四半期連結財務諸表の作成に特

有の会計処理により計算しているため、法人税等調整

額は「法人税等」に含めて表示しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 209,336

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 209,336

 

 （千円）

現金及び預金勘定 239,675

預入期間が３か月を超える定期預金 －

現金及び現金同等物 239,675
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 61,198,906株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  2,307株

 

３．新株予約権等に関する事項

(1）第５回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 868千株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 11,294千円

 

(2）第６回新株予約権

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 5,000千株

新株予約権の四半期連結会計期間末残高　 65,824千円

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業 その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 9,00065,523102,812 － 177,335 － 177,335

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 253 253 △253 －

計 9,00065,523102,812 253 177,589△253 177,335

営業利益（又は営業損失△） △1,977 110△14,559 12 △16,414△12,362△28,776

 

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日） （単位：千円）

 教育事業
衛星放送
事業

商事事業  その他 計
消去又は
全社

連結

売上高        

(1）外部顧客に対する売上高 18,000130,681192,185 － 340,867 － 340,867

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － 478 478 △478 －

計 18,000130,681192,185 478 341,345△478 340,867

営業利益（又は営業損失△） △14,492△353△21,012△200△36,058△34,573△70,632

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品等

事業区分 事業内容

教育事業 
小中高教材、小学生及び中学生対象のインターネット学習システムの編集・制

作・販売、企業向けコンサルティング

衛星放送事業 デジタル衛星放送による中学校教科書別学習講座の制作・放送

商事事業 文房具及び事務機消耗品等の販売事業、理美容商材等の販売（※）

その他 貸付金による利息収入等のファイナンス事業

（※）　理美容商材等の販売は、平成20年７月１日（前第２四半期）から株式会社ウエルネスを連結子会社

に含めたことによるものであります。 

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

記載を省略しております。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）並びに前第２四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

　１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社グループは、理美容商品の販売、衛星放送事業、教育コンサルティング、広告代理等の複数の業種にわたる事業を

営んでおり、業種別に区分された事業ごとに、当社の連結子会社が各々独立した経営単位として、事業に従事する経営

スタイルを採用しております。各々の連結子会社は主体的に、各事業ごとの包括的な事業戦略を立案し、事業活動を展

開しております。

　したがって、当社グループは、連結子会社を基礎とした業種別のセグメントから構成されており、「理美容事業」、

「衛星放送事業」、「教育コンサルティング事業」、「広告代理事業」の４つを報告セグメントとしております。

　「理美容事業」は、理美容店及びエステ店に理美容商材を販売しております。「衛星放送事業」は、デジタル衛星放

送による中学生向け学習講座の放送を行っております。「教育コンサルティング事業」は、企業向けコンサルティン

グを行っております。「広告代理事業」は、各媒体における販促用映像等の制作を行っております。

　

　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　　　　　　　　　　（単位：千円）　　

　 　報告セグメント

その他

（注）　
合計　

　
理美容

事業　

衛星放送

事業　

教育コンサ

ルティング

事業　

広告代理

事業　
計　

売上高　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高　 229,986　 119,767　 18,000　 46,454　 414,208　 593　 414,802　

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高　
－　 －　 －　 －　 －　 8,523　 8,523　

計　 229,986　 119,767　 18,000　 46,454　 414,208　 9,116　 423,325　

セグメント利益

(又はセグメント損失△)　
10,365　 3,214　 △13,492　 △17,935　 △17,847　 △372　 △18,220　

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　　　　　　　　　　（単位：千円）　

　 　報告セグメント

その他

（注）　
合計　

　
理美容

事業　

衛星放送

事業　

教育コンサ

ルティング

事業　

広告代理

事業　
計　

売上高　 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高　 109,172　 59,763　 9,000　 41,019　 218,955　 240　 219,196　

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高　
－　 －　 －　 －　 －　 4,262　 4,262　

計　 109,172　 59,763　 9,000　 41,019　 218,955　 4,503　 223,459　

セグメント利益

(又はセグメント損失△)　
△5,182　 2,358　 △672　 △12,562　 △16,059　 304　 △15,754　

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり海外商事事業及びファイナンス事業

等を含んでおります。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

　（差異調整に関する事項）　

　当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年９月30日）　　（単位：千円）　　

利益　 　金額

報告セグメント計　 △17,847　

「その他」の区分の損失　 △372　

セグメント間取引消去　 36,595　

全社費用（注） △48,110　

四半期連結損益計算書の営業損失　 △29,735　

　

　当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）　　（単位：千円）

利益　 　金額

報告セグメント計　 △16,059　

「その他」の区分の利益　 304　

セグメント間取引消去　 17,710　

全社費用（注） △21,610　

四半期連結損益計算書の営業損失　 △19,655　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する重要な情報

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）において該当事項はありません。 

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。　

　

（金融商品関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

　以下の科目が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著

しい変動が認められます。

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

破産更正債権等 14,452         

貸倒引当金（※）　 △14,452         

資産計　 － － －

　（※）破産更正債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。　

　

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

資　産　　　

　破産更正債権等は、担保及び保証による回収見込額等に基づいた回収見込額等をもって時価としております。

　

（ストック・オプション等関係）

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日　至平成22年９月30日）

当第２四半期連結会計期間中に権利不行使による失効により利益として計上した金額

　　新株予約権戻入益　66,385千円　

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務）

　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）　

　当社は、オフィスの不動産賃貸借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しています

が、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来移転する予定もないことから、資産除去債務を合理

的に見積もることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。　

　

（賃貸等不動産関係）
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　著しい変動がないため、記載しておりません。

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 2.62円 １株当たり純資産額 2.04円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.96円 １株当たり四半期純利益金額 0.57円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △58,771 34,928

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△58,771 34,928

期中平均株式数（千株） 61,197 61,196

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―― 平成18年２月24日臨時株主総会

決議による新株予約権

当連結累計期間において付与者

からの権利放棄等に基づき当社

が本新株予約権を償却し、3,563

個が消滅しております。 
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △0.39円 １株当たり四半期純利益金額 1.00円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額
　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △23,893 61,263

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△23,893 61,263

期中平均株式数（千株） 61,197 61,196

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

―― 平成18年２月24日臨時株主総会

決議による新株予約権

当連結会計期間において付与者

からの権利放棄等に基づき当社

が本新株予約権を償却し、3,563

個が消滅しております。　

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

（リース取引関係）

著しい変動がないため、記載しておりません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　

    該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月13日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 法木　右近　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ・

エスコムホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の

平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、当第２四半期連結累計期間にマイナス42百万円の連

結営業キャッシュ・フロー及び70百万円の連結営業損失を計上している状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する不確実性が認められる。なお、当該状況に

対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映されていな

い。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月12日

ジェイ・エスコムホールディングス株式会社

取締役会　御中
 

アスカ監査法人
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　大丸　㊞

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 若尾　典邦　㊞

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているジェイ・

エスコムホールディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連

結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ジェイ・エスコムホールディングス株式会社及び連結子会社の

平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

　

追記情報　

　継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は、前連結会計年度においてマイナスの連結営業キャッ

シュ・フロー及び連結営業損失を計上していたが、当第２四半期連結累計期間においても、これに引き続き連結営業

キャッシュ・フロー△17,304千円、連結営業損失29,735千円を計上していることから、継続企業の前提に重要な疑義を

生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該状

況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は

継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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